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理事長のごあいさつ 
 

ご 挨 拶 
和歌山地域経済研究機構 
理 事 長  竹 内  昭 浩 
[和歌山大学経済学部長 ] 

 
和歌山地域研究機構も 12 年目を迎えました。これまで、本研究機構の活動は、和歌山

商工会議所、和歌山社会経済研究所、和歌山大学経済学部の三者の協力によって行われて

まいりましたが、今年、和歌山大学に新しい学部「観光学部」が設置されたのを受け、今

後はこの新学部も加えた形で、機構を運営していくことになりました。ただ、これまでの

経緯もあり、理事長は当面、経済学部長がその任に就くことになり、本年度は私が理事長

を引き受けさせていただきました。また昨年度まで理事長を務めておられた山田良治教授

は、観光学部に移籍されましたので、副理事長として理事会の中に留まり、これまで通り

に機構の運営にご尽力いただく運びとなりました。 
ところで、昨年末より、和歌山市中心市街地では、その再生に向けて新たな取り組みが

進んでいます。その第一がイベントなどを中心にしたソフト型再生事業と言えるものです。

例えば、和歌山城を活性化のモチーフとした城フェスタ事業であり、また、和歌山大学生

によるオープンカフェ、着物フェスティバルなどのイベント事業、そして民間団体を軸と

したよさこい祭等々です。第二としては、商業複合ビル「フォルテワジマ」のオープンを

あげることができるでしょう。フォルテワジマは長年の懸案であった旧丸正百貨店の跡地

利用の切り札として昨年 12 月から本格スタートしましたが、同ビルは単なる商業施設に

とどまらず、文教機能も有しており、その一環として和歌山大学のサテライトオフィスも

同ビル６階に、本年 6 月 2 日より稼働を開始しました。同施設では新設された観光学部を

中心に、学部設置の狙いである地域活性化や幅広くまちづくりに関する事業なども行われ

て、さらに広く市民の学習の場として、また若者を中心とした文化情報発信の場として機

能するのではないかと期待されます。 
このような状況を踏まえつつ、和歌山地域研究機構は今後とも地域活性化のための研究、

政策提言を行っていきたいと考えております。皆様の本機構へのご支援をよろしくお願い

致します。 
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紹介記事 

和歌山大学観光学部の目指すもの 
和 歌 山 大 学 観 光 学 部 
学 部 長  大 橋 昭 一 

 
ご挨拶 

 和歌山大学観光学部が発足しました。何よりもまず、昨年度観光学科開設に際し、そし

て本年４月観光学部新設に際し、関係の皆様、地元の皆様より賜りましたご支援、ご高配、

ご鞭撻に対し心から厚くお礼を申し上げます。本年６月８日には「和歌山大学創立６０年

記念ならびに観光学部設置記念」の催しをさせていただくことができ、多くの方にお集ま

りいただき、喜んでいただくことができました。これまでの御芳情に厚くお礼を申し上げ

ますとともに、今後もこれまで以上のご支援、お引き回しを賜りますよう、本誌上をかり

て衷心よりお願い申し上げます。 
  
本学部の特色 

 本学部は、何よりも、観光を広くとらえることを特色としています。まず第１に、地域

振興を根本的柱の１つとして観光の発展・振興を考えることを理念としています。観光は、

中心となる観光資源はじめ宿泊業、飲食業、交通業、旅行業など種々な分野にわたる広い

領域のもので、これは、少なくとも１つの地域としてとらえ考える必要があるものです。

観光戦略とか観光政策といわれる場合も、当然ながら、地域戦略ないし地域政策としてと

らえ、推進することが肝要なことと考えています。 
 地域的集合戦略として、最近、ポーター（Porter, M.E.）の唱えるクラスター戦略がわが国

でも脚光を浴び、経済産業省などではこれを強力に推進しています。しかし、少なくとも、

ポーターがいうそれは、根本的には、中心となる企業（複数）の「企業戦略」と「競争環境」

が中核的地位を占めるもので、本来の地域戦略としては足らないところがあります。特に

観光分野では、それを超える地域理論が必要かと思います。 
 第２に、本学部は、いわゆる観光業といわれる企業や経営体の事業運営面を絶対不可欠

な土台としつつも、それを超えたものを含めたところにおいて、現在求められている真の

意味での観光研究・教育の意義があると理解しています。観光にかかわる業務、つまりビ

ジネス面だけではなく、ビジネスとはなっていない面（non business）も含めて、観光をと

らえることを理念としています。この点は、他大学にはない、天文、医療、映像、色彩、

音楽等も重要な科目として設置しているところに現れています。 
  ちなみに、アメリカでは 1990 年代に、「観光（tourism）とはすなわち観光産業（industries）

のことだ」という見解に対し、「観光はもっと広いものだ、観光産業はその一部にすぎない
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（partial industrialization）」という見解が提起され、一大論争の展開されたことがあります

*1。これからいえば、本学部は、後者の観光を広くとる考え方に立脚しています。これは、

いうまでもなく、観光の根本的意義にかかわる問題です。すなわち、観光はそもそも人間

にとってどのような意味をもつものかいう問題です。 
 観光の意義については、種々な見解があります。ちなみにアメリカの有名な経済学者、

ヴェブレン（Veblen, T.B.）は、人間には「みせびらかしのために消費をする性向」があると

言っていますが、それに依拠して、観光とはそういうもの、すなわち、観光で得た見聞や

体験を誇示し、社会的声望を得る手段の１つという見解もあれば、観光は「日常生活から

の脱却を目指すものだ」という論者もあります。私見では、これは、少なくとも現在では、

人間の自己実現欲求の１つとみるのが妥当ではないかと思います。 
 わが国において、一般に観光に対する関心が高まったのは、高度成長・バブル崩壊後で

す。自己実現は、高度成長のころまでは、仕事のなかにあるという考えが強かったのです

が、今では自己実現をもう少し広くとり、人間欲求のなかには観光欲求といったものがあ

ると考えるべきものと思います。そうした人々の心のなかにあるものを出発点として観光

を考え、構想することが必要と思います。そこから「新しい観光」の考え方も生まれてく

ると信じます。 
  
本学部教育の特色 

 本学部のカリキュラムは、従って、科目が多く、多くの分野に及んでいることが、何よ

りも特色です。そのなかでも本学部独自なものに「華道論」「茶道論」「着物文化論」等が

あります。これらの科目はかなり実践的で、実質的に全員必修にしています。日本的なも

のを学び、身体で会得して、そのうえで観光を考えてもらうという趣旨に基づくものです。 
 ちなみに、特に 1970 年代以降、日本的なもの、あるいは日本で育ってきたものが世界

で評価され、日本人として改めて考えさせられることがいくつか起きています。リーン生

産方式と名づけられ、世界一の自動車生産方式として激賞されたトヨタ方式はいうに及ば

ず、日本の長期継続的取引慣行をよしとするリレーションシップ・マーケティングなど多

くの例があり、最近では日本で、リレーションシップ・バンキングが唱えられています。

観光では、リレーションシップ・ツーリズムといった考えが必要でないかと思っています。 
 今後、国際化は、ますます進んでゆくでしょうが、「日本的なもの」を土台にしてそれに

対処してゆくのが肝要と考えています。その一方、本学部では、英語教育に特に力を入れ

ています。正課以外にエクステンション授業として、正課以上の時間を英語教育に充てて

います。現に英語が国際語となっている以上、国際舞台で活躍するには英語の力は不可欠

です。「精神は日本、言葉は英語」という人材を育成したいものと念願しています。 
 観光学部の教育でさらに重視しているものに、フィールド研究があります。観光を広く

とって、新しい観光の創造をスローガンとする本学部としては、学生たちにも「作られた
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観光」を学ぶだけではなく、自ら「観光を作り出す」という問題意識と意欲をもって、進

んで地域に出て行き、そこで観光を見出し、発展させるという態度をもって欲しいと指導

しています。 
 観光学部学生は最高年次がまだ２年生で、専門演習もインターンシップも来年度から始

まります。インターンシップはもとより専門演習でも、先生と学生たちが一体になってフ

ィールド研究に赴き、必ずやこれまでの他大学観光学部にはない成果が挙げられるものと

信じています。 
 ちなみに、本学部には観光経営学科と地域再生学科とがあり、入学後半年後に本人の希

望によりいずれの学科に所属するかが決まる仕組みになっていますが、現在までのところ、

両学科の希望、従って両学科所属の学生の数は半分ぐらいずつです。将来出身地に帰って

地域振興、地域再生の仕事に携わりたいという熱意のある学生が多くいるのです。本学部

が単なる狭い意味での観光だけの学部でないことを端的に示しています。 
 次に、観光の研究・教育がわが国以外ではこれまでどのような状況にあったかを、主と

してドイツ語圏を中心に説明させていただきますが、その前提として、まず、観光のこれ

までの発展の経緯について概述します。 
  
観光発展の状況―欧米を中心にして 

 欧米の場合、観光が広く一般的となり、全般的に盛んになって、今日のような観光活動

の発端になったのは、概ね第１次世界大戦以後で、これを基盤に観光を学問的に究明する

試みが本格的に始まりました。その要因として、何よりもまず、観光の大衆化・大規模化

が始まり、観光が大きな社会的事象となってきたことが挙げられます。 
 それを生んだものは、一方では鉄道の本格的な普及、ホテルなど観光関連施設や制度の

整備など、観光を普及させ発展させる直接的条件の充実・整備が急速に進んだことです。

他方において、働く人たちの労働時間短縮や休暇制度確立が緒につき、自由時間が増加し

始めたことや、所得向上などにより一般大衆にも観光が比較的容易なものとなってきて、

多くの人にとって観光が実際にも可能になったことが挙げられます。マス・ツーリズムと

かソーシァル・ツーリズムといった言葉が生まれました。観光は、特にドイツでは盛んで、

ナチス時代でもその傾向は変わりませんでした*2。 
 これに照応して、観光地の自然環境、文化的社会的環境、経済的環境が大きな影響をう

け、社会的に大きな問題となってきました。観光は、基本的には、外部から来た観光客が

一時的に滞在して行う消費活動ですから、観光地の長期的な生活基盤、生産や商業などの

営業基盤に対して、善きにつけ悪しにつけ、深い影響を与えます。観光が大衆化大量化す

るとともに、その問題性が顕在化してきたのです。 
 この場合、さしあたり、多くの場合、経済的側面がまず強く注目されました。というの

は、営業活動はもとより生活活動にしても根本は経済的側面にありますから、観光客が観
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光地で消費活動を行うことによっておきる経済上のアンバランスが問題となってきたから

です。こうした背景に、例えばドイツ語圏では、観光研究について、まず、経済的側面を

中心に国民経済学あるいは経営（経済）学の観点から究明を行う経済学的アプローチがさし

あたり比較的主流をなしてきました。 
 例えば、早くから観光に触れたものとしては、当時の有名な経済学者、ロッシャー

（Roscher,W.G.F.）などが知られていますが、観光についてのまとまった文献としては、国民

経済学的観点から観光を論じたシュトラドナーの 1905 年の著『観光』*3が有名です。同

書では「観光地理学」（Fremdenverkehrgeographie）が併せて重要な地位を占めることが主張

され、ドイツ観光学研究では経済学的方向と地理学的方向が２大主流となることがすでに

示されています。 
 なお、アメリカについても、1996 年フリジェン（Fridgen, J.D.）は、観光（tourism）の研

究は多くが経済ないし経済学を土台にしてきたものであったことを指摘しています*4。 
 
観光学研究の進展―ドイツ語圏の場合 

 大学など高等教育機関で観光についての研究・教育活動がこれまでどのように行われて

きたかを、ここでは、ドイツ語圏の特徴的動向に絞って紹介させていただきます。 
 その最初の本格的なものは、すでに 1914 年デュッセルドルフで設立された「ホテル・

交通大学」*5です。同大学は、第１次世界大戦後、当時のドイツ経済の破綻もあって、1921
年実質閉校になりましたが、その主宰者であったグリュックスマン（Glűcksmann, R.）によ

り、1929 年、ベルリン経済大学に「観光研究所」*6が設立されました。この研究所は、こ

の種のものとしては、ヨーロッパ最初のものといわれますが、1933 年閉鎖となっています。 
 これに代わるかのように、1934 年ウィーン経済大学に同様な「観光研究所」*7が設置さ

れたのにつづいて、1941 年ハイデルベルグ大学に「観光経営経済研究所」*8が設けられ、

同じく 1941 年、スイス・ベルン大学に「観光研究所」*9が設立されました。現在も観光

研究の中心地の１つであるスイスのザンクト・ガレン大学では、1941 年「観光ゼミナール

講座」*10が開設されています。 
 これらの研究機関等の名称からも読みとられますように、ドイツ語圏では、日本で通常

観光といわれる言葉に相当するものに、Fremdenverkehr と Tourismus という２つの言

葉があります。ドイツ語本来の言葉は前者で、後者は近年用いられるようになったもので

す。 
ドイツ語圏でも、第２次世界大戦後英語文化の浸透が激しく、Fremdenverkehr に代わ

って、英語の tourism にあたるTourismus が、1970 年代あたりから多く用いられるよう

になったのですが、しかし、実は、この２つの言葉は、ドイツ語圏における観光の２つの

考え方を象徴的に示してきたものと思われます。 
 Fremdenverkehr と Tourismus とは、今日でも、用法に特段の違いはないとされてい
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ますが、ニュアンスの違いはかなりあります。Fremdenverkehr は、直訳的には、「他者

との交流」という意味のもので、定住場所とは別の土地へ行って滞在し、そこの風物や人

（Fremde）と交わる（Verkehr）という意味の強い言葉です。これに対して、Tourismus は
いろいろな所を廻るというニュアンスが強い言葉です。しかし、その語幹であるTour は、

英語の tour と同じで、「廻る」を意味する言葉としてドイツ語にはもともとからあり、日

常的にも使われてきたものです。 
 こうした２つの言葉のニュアンスに照応して、ドイツ語圏における観光概念には、もと

もと２つの流れがあったものと考えられます。例えば、ドイツの観光学研究で観光概念の

古典的規定として有名なものの１つに、1927 年モルゲンロート（Morgenroth,W.）の提示し

たものがありますが、かれは、観光の根源を遍歴（Wanderung）に求めています*11。 
 これに対して、モルゲンロートの規定と並ぶ古典的規定として有名な、1939 年ポザー

（Poser,H.）が提示したものでは、観光は、他の所の人や風物などと交わることであるとさ

れています。このためこの場合には、旅行・交通（Reiseverkehr）は観光の本質的要素では

ないとして、観光概念から除外されています。旅行の楽しみはあくまでも旅行自体の楽し

みであって、観光の楽しみではない。観光の楽しみは滞在にある、というものです*12。な

お、観光すなわち滞在という考え方は、現在でも欧米では有力な見解の１つです。 
 こうした先駆的研究のうえにたって、第２次世界大戦後の 1968 年、ヤコブ（Jacob,G.）は、

唯物史観にたって、観光を地域総体としてとらえ、それが自然総体（風景など）、経済的諸

関係（生産関係はじめ交通業、宿泊業、商業、工業、建設業等の諸領域）、および上部構造（国家・政

府、法律、イデオロギー等）の３者からなる総合的領域であるという、壮大な見解を提示して

います*13。観光をできる限り広くとらえる立場からは、今日でも聞くべきものがあると思

います。（以上のドイツ語圏の観光研究については大橋昭一「ドイツ語圏における観光概念の形成過程」『大

阪明浄大学紀要』第１号 2001 年３月、同「第二次世界大戦後ドイツ語圏における観光概念の展開過程」前掲

誌第 2号 2002 年３月で詳しく論述しています）

 
おわりに 

 以上は、ドイツ語圏に限定したものですが、現在世界で観光の研究・教育が最も盛んな

のはアメリカです。世界のリーダーといっても過言ではありません。ホテル関係を中心に

コーネル大学等が特に知られています。しかし、イギリス、ドイツ、フランス、オースト

ラリアも結構盛んです。イギリスはアメリカほど研究者もいず、大学など研究機関も少な

いのですが、アメリカに対抗しようとする意気込みが強く感じられます。 
 わが国は、これらにくらべて全く遅れていると言わざるをえません。この遅れを一日も

早く取り戻し、追い抜き、世界一流の観光の研究・教育国になるようにすることが、和歌

山大学観光学部に課せられた使命と考えています。 
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*1 Leiper, N., Partial Industrialization of Tourism, Annals of Tourism Research, 1990, Vol.17, 

pp.600-605. 
*2 Semmens, K., Seeing Hitler's Germany: Tourism in the Third Reich, New York: Palgrave 

Macmillan, 2005. 
*3 Stradner, J., Der Fremdenverkehr, Graz 1905. 
*4 Fridgen, J.D., Dimensions of Tourism, East Lansing: Educational Institute, 1996. 
*5 Hochschule fűr das Hotel- und Verkehrswesen 
*6 Forschungsinstitut fűr den Fremdenverkehr 
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平成 20 年度事業報告 

研究会「コンパクトシティ研究会」終了報告 
コンパクトシティ研究会 
主 査  大 泉 英 次 
[和歌山大学経済学部教授] 

 
コンパクトシティ研究会は、今日の都市づくりにおいて有力な指針とされている「コン

パクトシティ」という理念（モデル）について、その内容の理解と意義の評価、そして和

歌山市における都市づくりへの応用可能性を研究してきた。平成 19 年度には和歌山市の

中心市街地活性化基本計画および第４次長期総合計画基本構想が策定されたことから、こ

れを好個の研究資料として、その検討も並行して行ってきた。 
 平成 19 年 11 月～20 年度における研究会の内容は以下の通りである。 
 
 [研究会の開催日時とテーマ] 

 平成 19 年度第 7 回研究会 
日時：平成 19 年 11 月 29 日 
内容：第 4 次和歌山市総合計画基本構想について 

 平成 19 年度第 8 回研究会 
日時：平成 20 年 1 月 9 日  
内容：第 4 次和歌山市総合計画基本構想について 

 平成 19 年度第 9 回研究会 
日時：平成 20 年 2 月 20 日  
内容：コンパクトシティ研究会報告書の内容について 

 平成 20 年度第 1 回研究会 
日時：平成 20 年 4 月 2 日  
内容：コンパクトシティ研究会報告書の内容について 

 平成 20 年度第 2 回研究会 
日時：平成 20 年 5 月 29 日  
内容：コンパクトシティ研究会報告書の内容について 

 
 3 カ年度にわたる研究会の成果として、最終報告書『コンパクトシティと都市づくり』

を執筆し、平成 20 年 9 月に刊行の予定である。報告書の概要は以下の通りである。 
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 [報告書の目次] 
 まえがき 
第 1 部 コンパクトシティがめざすもの 

1. コンパクトシティの理念と現実 
2. 「人間都市クリチバ」に学ぶ 
3. 市政世論調査 20 年の推移にみる市民の政策ニーズの変化 

第 2 部 和歌山市の都市づくりをめぐって 
4. 交流と連続性のまちづくり 
5. マリーナシティへの大型商業施設出店の動きに対する和歌山商工会議所の対応に

ついて  
6. 高齢者による地域コミュニティ再生とまちづくり 
7. 市民・消費者からみた都市づくり 
8. 地球温暖化と拡散型まちづくり 
9. コンパクトシティと都市財政 
10. 和歌山市における大型店舗の立地と住宅事情 

資料 和歌山市における都市づくりのビジョン 
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自主研究「ホスピタリティ研究会」中間報告 
ホ ス ピ タ リ テ ィ 研 究 会 
コーディネーター 木下 雅夫 
[(財)和歌山社会経済研究所 総括研究部長] 

 
待望の和歌山大学観光学部がスタートした。 
ヴィジットジャパン政策を展開する国の方針のみならず、観光立県をめざす和歌山県

の発展に大きく貢献するであろう観光政策の実現に向けて大きな一歩を記したといえ

る。観光政策の重要性や背景、また、和歌山大学観光学部設置の理念については、和歌

山地域経済研究機構発刊の「地域経済」第１０号「観光による地域再生の可能性」とし

て、小田 章本研究機構理事長（当時）・和歌山大学長による寄稿が掲載されている。

ご一読いただきたい。 
ところで、いうまでもなく“観光”という事象・事業・行動が成立するには、多くの

要素が必要となる。詳細は別の機会に譲るとして、その中の一つに「ホスピタリティ」

という要素がある。観光の国際化や観光学の成立・進展に伴い観光に関する諸事象の理

論的な整理・構成が進み、近年特に注目を集めるようになってきたが、これは日本では

古くから“おもてなし”や “癒し”、あるいは“居心地の良さ”といった言葉で表現さ

れている概念に近いものと考えられる。しかし、それらの言葉はいずれも抽象的表現で

あり、需要側あるいは供給側の主観・感覚によるところが大きく、具体的な指標等では

表現しにくい。また、一般的に使われる「サービス」とはどう違うのだろうかといった

疑問も多く指摘されるところでもある。 
このようなことを踏まえ、今回、和歌山地域経済研究機構では、「ホスピタリティ研

究会」として、ホスピタリティを和歌山県の観光資源の一つとして捉え、和歌山県にお

けるホスピタリティの状況について調査研究活動を展開することとした。具体的には、

和歌山県を訪れる観光客へアンケート調査を実施し、訪問地の選定理由や評価、また、

施設内容や従業員の接遇状況などの調査・評価も予定している。さらに、今後の和歌山

県の観光政策立案に寄与するとともに観光学の研究素材として、また、事業遂行コンセ

プトの要素として利活用できるよう調査研究活動を展開することも考慮していくこと

としている。 
以下に研究会メンバー及び研究会実施経過を記載する。
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ホスピタリティ研究会中間報告 
＜メンバー＞ 
 ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ  竹林 明 （和歌山大学観光学部教授） 
       木下 雅夫（和歌山社会経済研究所総括研究部長） 
 研究員   山田 泰宏（和歌山商工会議所主事） 
       吉村 典久（和歌山大学経済学部教授） 
       出口 竜也（和歌山大学観光学部教授） 
       廣岡 裕一（和歌山大学観光学部教授） 
       竹田 明弘（和歌山大学観光学部准教授） 
       藤代 正樹（和歌山社会経済研究所主任研究員） 
       中平 匡俊（和歌山社会経済研究所主任研究員） 
       阪本 浩之（和歌山社会経済研究所研究員） 
       石橋 宏之（和歌山社会経済研究所研究員） 
 事務局   高崎 典久（和歌山商工会議所） 
       山本 敦子（和歌山大学経済学部助教） 
 
＜活動内容＞ 
１．基本的確認事項 
  ① 研究対象   ・和歌山県における“ホスピタリティ”とは何か。 
  ② 研究の方向性 ・和歌山県の“観光資源”の一つとして捉える。 
           ・ホスピタリティとサービスの違い 
           ・ホスピタリティと経営管理 
           ・観光産業対象 
           ・成果物の幅広い利活用による地域活性化 
           ・需要側（観光客、施設利用者）、供給側（事業者）双方に対する

調査 
  ③ 日程計画   ・平成 21 年度末を目処に報告書作成 
           ・研究会開催は原則月 1 回 
  ④ その他    ・アンケート、ヒアリング、ワークショップ等は研究内容に応じて

実施する。 
 
２．研究会内容 
  ＃1 平成 19 年 12 月 13 日（木）  於：和歌山大学 
     内容 ■「ホスピタリティについての基本的見解」   竹田准教授 

・ホスピタリティとサービスの違い 
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         ■「意見交換」 
  ＃2 平成 20 年 1 月 29 日（火）   於：（財）和歌山社会経済研究所 
     内容 ■「ホスピタリティ研究のリサーチプラン」 
          ・メンバー各自による発表 

＃3 平成 20 年 4 月 17 日（木）   於：和歌山大学 
   内容 ■「ホスピタリティに関するアンケート調査項目案」 

・アンケート項目は 20 項目程度に絞る 
・実施時期は夏休み期間中の 1～2 日 
・配布場所候補 ①和歌山市内 ②白浜 ③那智勝浦 
・ 回収率アップのため景品提供（旅行券・県特産品） 

＃4 平成 20 年 7 月 8 日（火）    於：和歌山大学 
 内容 ■「報告書構成案」  竹林教授 

        ■「アンケート内容について」 
・宿泊地、目的、泊数、費用、宿泊施設選定理由等 
・宿泊施設の評価、訪問地の評価等 

        ■「アンケート実施要領」 
・実施時期  8 月 18 日（月）～31 日（日） 
・実施場所 ①和歌山市内（和歌山商工会議所担当） 

                ②高野山（（財）和歌山社会経済研究所担当） 
                ③白浜 （  〃            ） 

       ④那智勝浦（和歌山大学担当） 
          ・配布部数  ①～④ 各地域 250 部・合計 1,000 部 
          ・配布方法  宿泊施設に据え置き及び手渡し 
          ・回収目標  500 部 
          ・回収期限  9 月 10 日（水） 

以上 
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平成 20 年度事業計画 
 

 研究事業 
• 自主研究 

ホスピタリティ研究会 
• 研究会 

コンパクトシティ研究会 

 支援事業 
和歌山市中心市街地活性化 

 刊行物 
• 機関誌「地域経済」 
• コンパクトシティ研究会報告書『コンパクトシティと都市づくり』 

 ホームページによる広報 
URL：http://www.eco.wakayama-u.ac.jp/wtkkk/ 

 
 
理事会メンバー 

（平成 20 年 9 月 1 日現在） 

【地域経済研究機構理事会】 
 理 事 長 竹内 昭浩 和歌山大学経済学部教授 経済学部長 
 副理事長 山田 良治 和歌山大学観光学部教授 評議員 
 理 事  今田 秀作 和歌山大学経済学部教授 経済学部副学部長 
 理 事  鈴木 裕範 和歌山大学経済学部准教授 
 理 事  高嶋 洋子 (財)和歌山社会経済研究所 専務理事 
 理 事  木下 雅夫 (財)和歌山社会経済研究所 総括研究部長 
 理 事  小倉 正義 和歌山商工会議所 専務理事 
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研究成果一覧 
 

ナンバー タイトル 発行年月 

No.1-a
提言 紀淡連絡道路を実現し和歌山地域の活性化をはかるた

めのグランドデザイン 
平成 10 年 8 月

No.1-b 
提言 このチャンスを活かそう  紀淡連絡道路を実現し和歌

山地域の活性化（グランドデザイン概要版） 
平成 10 年 8 月

N o . 2 
ニーズの多様化と規制緩和の進展に伴う経営戦略－和歌山

企業の活性化を目指して－ 
平成 10 年 9 月

N o . 3 和歌山地域産業の市場構造 平成 10 年 10 月

N o . 4 
和歌山市民・近隣地域住民の消費動向と和歌山市小売商業

の課題 
平成 11 年 11 月

N o . 5 和歌山市の高次都市機能 平成 11 年 11 月

N o . 6 和歌山県における産業構造の変化と雇用動向 平成 12 年 3 月

N o . 7 若者に魅力ある街づくり 平成 13 年 6 月

N o . 8 ベンチャービジネス事例研究 平成 14 年 6 月

N o . 9 IT 活用による生活向上の可能性 平成 15 年 5 月

No.10 和歌山県の物流戦略 平成 15 年 9 月

No.11 和歌山県におけるカジノの可能性に関する調査・研究報告書 平成 16 年 12 月

No.12 観光戦略研究会調査・研究報告書 平成 17 年 3 月

No.13 都市創造戦略研究会調査報告書 平成 18 年 10 月

No.14 和歌山における地場産業の実態と将来動向に関する研究会 平成 19 年 3 月

No.15 建設業の動向に関する研究会報告書 平成 19 年 11 月

No.16 コンパクトシティ研究会報告書『コンパクトシティと都市づくり』 平成20年10月予定
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